
令和７年度 自己評価計画書 
石川県立志賀高等学校 

重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 
判定 
基準 

備考 

１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学力の向上 
学習支援アプ

リや生成ＡＩの
活用等、一人一
台端末を効果的
に用いて学習意
欲の高揚と基礎
学力の定着を図
る。 

①  ・生成ＡＩ等を活用
し一人一台端末を用
いた学習活動を考察
する。その学習活動
を授業実践に取り入
れて、生徒の学習意
欲を向上させる。 

教 務 課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

授業中の一人一台端末を用いた学習
活動がパターン化してきている。 

【成果指標】 
工夫を凝らした一人一台
端末を用いた学習活動を
取り入れた授業により、
生徒の学習意欲が向上す
る。 

「授業中の一人一台端末を用いた学習活動で学
習意欲が高まった。」と答える生徒の割合が 
Ａ：80％以上である。 
Ｂ：70％以上～80％未満である。 
Ｃ：60％以上～70％未満である。 
Ｄ：60％未満である。 
 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 
 

生徒アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 
 
 
 

②  
 

・授業で学習した内
容を定着させるため
に学習内容に関連し
た問題を学習支援ア
プリで解かせて、ア
ウトプットの回数を
増やす。 

教員は、学習支援アプリを積極的に活
用している。しかし、学習支援アプリ
によって、生徒に基礎学力が定着され
ているかどうかは不明である。 

【成果指標】 
教員が授業で生徒に学習
支援アプリを日常的に活
用するように促すこと
で、基礎学力を定着させ
る。 

「学習支援アプリを用いた授業で基礎学力がつ
いた。」と答える割合が 
Ａ：60％以上である。 
Ｂ：50％以上～60％未満である。 
Ｃ：40％以上～50％未満である。 
Ｄ：40％未満である。 
 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 

学習時間調査 
（6 月・11月）を実施 
 
 
 
 

２ 

 

 

 

 

 
 
 
 

進路の実現 

キャリア教育

を推進し、進路

意識の高揚を図

り個に応じた指

導を充実させる

ことで、進路目

標の達成を目指

す。 
 
 

➀ 
 
 
 
 
 

・社会人講座や学習
支援アプリの活用に
より、進路意識の高
揚を図る。 

進路指導課 
 
 
 
 
 

年度当初では進路目標に対する具体
性に欠け、実際的な行動がとものは
ない生徒が多く見られる。 

【成果指標】 
講座や学習支援アプリの
活用により、生徒の進路
意識が高まり、進路実現
に向けて積極的に行動で
きるようになる。 

「社会人講座、各種マナー講座や企業見学会等、

また学習支援アプリの活用により、進路実現に向

けての意欲が高まった。」と答える生徒の割合が 

Ａ：90％以上である。 

Ｂ：80％以上～90％未満である。 

Ｃ：70％以上～80％未満である。 
Ｄ：70％未満である。 
 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 

生徒アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 

② 

 

 

 

 
 

・面談等を通して進

路目標を把握し、個

に応じた進路指導を

行うことで進路目標

の達成に必要な力を

養成する。 

 
 

進路指導課 

 

 

 

 

 
 

進路についての漠然とした意識はあ

るものの、年度当初において、進路実

現のための力が十分についていない

生徒が見受けられる。 

 

 
 

【成果指標】 

個に応じた進路指導のよ

り力がつき進路実現がで

きるようになる。 

３年次生の９月時点での進路目標（第 1 志望） 

をかなえた率が 

Ａ：90％以上である。 

Ｂ：80％以上～90％未満である。 

Ｃ：70％以上～80％未満である。 

Ｄ：70％未満である。 

ＣＤは具

体的な改

善策を検

討する。 

 

 
 

生徒の進路実績 

 

 

 
 

３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

防災対応力の強
化 
能登半島地震

で被災した経験
をもとに危機管
理意識を高め、
緊急時でも適切
に対応できる体
制を整備する。 
 
 
 
 
 
 

 ・学期に１回以上の
防災教育活動を実施
し、教職員の責任感
と使命感を醸成す
る。 
 

総 務 課 避難訓練は行っているが、訓練する
こと自体が目的となっており、有事
に備えた実践力に不安がある。 

【成果指標】 
避難訓練等の防災活動を
通して、自己の役割を確
認し、責任感や使命感が
高まる。 

「避難訓練等の防災活動で教職員の責任感と使
命感が高まった」という教員の割合が 
Ａ：90％以上である。 
Ｂ：80％以上～90％未満である。 
Ｃ：70％以上～80％未満である。 
Ｄ：70％未満である。 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 

教職員アンケート 
（7 月・12月）を実施 
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４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本的生活習慣
の確立 
心の教育を実

践するとともに
挨拶の励行を中
心とした基本的
生活習慣の確立
や規範意識の高
揚を図る。 

①
 

 
 
 
 

・いじめアンケート
を年３回以上実施す
るとともに、生徒全
員に面談の回数を増
やす。 
 
 

生 徒 課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個人面談の継続した実施等により、い
じめに対する学校の毅然とした取組
に対して 85％の生徒は評価している。 
今後は、いかに 100％に近づけていく
かが課題である。 
 

【満足度指標】 
生徒が学校はいじめに対
しての取組をしっかり行
っているととらえてい
る。 
 

「学校はいじめに対しての取組をしっかり行っ
ている。」と答える生徒の割合が 
Ａ：95％以上である。 
Ｂ：80％以上～95％未満である。 
Ｃ：70％以上～80％未満である。 
Ｄ：70％未満である。 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 

生徒アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 
 
 

② 
 
 
 
 
 
 

・保護者等と連携を 
図り、生徒自らも家 
庭でのスマートフォ
ン等の使用ルールづ
くりに取り組む。 

保護者等と連携した結果、家庭生活で
スマートフォン等の使用のルールが
守られているとした保護者は 57％と
低く、継続的に啓発していく必要があ
る。 
 
 
 

【成果指標】 
保護者等が家庭内ルール
づくりと子どもに遵守さ
せることに努め、スマー
トフォン等の使用に関し
て規範意識を高める。 
 

「家庭において、スマートフォン等の使用のルー
ルが守られている。」と答える保護者等の割合が 
Ａ：70％以上である。 
Ｂ：60％以上～70％未満である 
Ｃ：50％以上～60％未満である。 
Ｄ：50％未満である。 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 
 

保護者等アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 
 
 
 

③ 
 
 
 
 
 
 

・毎日登校指導をす
るとともに、全教員、
生徒会、ＰＴＡと連
携した挨拶運動週間
を設定する。 
・授業規律としての
挨拶指導をする。 

教職員の 83％は生徒がしっかり挨拶
をしているととらえている。今後は、
いかに 100％に近づけていくかが課題
である。 
 
 
 

【成果指標】 
登校や授業等において挨
拶をしっかりする生徒が
増加する。 
 
 
 

「生徒は語先後礼の挨拶がしっかりできてい
る。」と答える教職員の割合が 
Ａ：95％以上である。 
Ｂ：80％以上～95％未満である。 
Ｃ：70％以上～80％未満である。 
Ｄ：70％未満である。 
 

ＣＤは具
体的な改
善策を検
討する。 
 
 
 

教職員アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 
 
 
 

④ 

 

 

 

 
 

・環境美化週間や放
送などにより、学校
環境衛生活動を積極
的に推進する。 

保健相談課 

 

 

 

 
 

これまで整理整頓の習慣化を呼びか
け、改善を図ってきた。今後は環境
美化週間等で重点的に取り組む目標
を設定し、学校環境衛生活動に自ら
進んで取り組めるよう啓発していく
必要がある。 

【成果指標】 

教室や身のまわりの整理

整頓、安心安全な生活を

送る行動を自主的に実践

する生徒が増加する。 
 

「身のまわりの整理整頓を心がけ、校舎内の清

掃活動の際に自ら進んで環境美化に取り組むこ

とができた。」と答える生徒の割合が 
Ａ：90％以上である。 
Ｂ：80％以上～90％未満である。 
Ｃ：70％以上～80％未満である。 
Ｄ：70％未満である。 

ＣＤは具

体的な改

善策を検

討する。 

 
 

生徒アンケート 
（7 月・12月）を実施 

 

 

 
 

５ 
 
 
 
 
 
 

教職員多忙改善 
 時間管理を意
識し、業務体制と
協力体制の構築
と併せ校務ＤＸ
を推進すること
で、業務の効率化
を図る。 

 
 
 
 
 
 

・教職員の働き方を
更に見直し、担当業
務に対して校務のＤ
Ｘ化を目指し、時間
外勤務の縮減を図
る。 
 

教 頭 
 
 
 
 
 
 

本校教職員の超過勤務時間は県の平
均レベルより低いが、特定の個人の超
過勤務が課題である。また一部の教職
員が校務のＤＸ化を図っているもの
の全職員に浸透するまでには至って
いない。 
 

【成果指標】 
担当業務に見通しを持
ち、校務ＤＸによりタイ
ムマネジメントを意識し
前年度より時間外勤務を
縮減する。 

担当業務が校務のＤＸ化により勤務時間が縮減
したと答える教職員の割合が 
Ａ：75%以上である。 
Ｂ：50%以上 75%未満である。 
Ｃ：25%以上 50%未満である。 
Ｄ：25%未満である。 

ＣＤの場
合は具体
的な改善
策を検討
する。 
 

教職員アンケート 
（7 月・12月）を実施 
 
 

 


